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SUMMARY
 Covid－19 vaccine is expected as the measure to overcome the pandemic. It is said 
that at least 70％ of people should receive vaccination to achieve herd immunity. We 
conducted an online questionnaire survey on risk perception and attitude formation of 
Covid－19 vaccine with total of 2,500 respondents in 5 areas of Japan, Hokkaido, 
Tohoku, Tokyo, Osaka, and Chugoku－Shikoku from 11 to 15 December, 2020. The 
results showed that about half of respondents would accept inoculation with the vaccine. 
Only about 30％ perceived that the vaccine would have good effects as medicine, and 
about 30％ were afraid that it would have any side－effects. We put the same questions 
about Covid－19 vaccine before and after questions about HPV vaccine and influenza 
vaccine and the answers were very stable. It seemed that people’s attitudes to Covid－
19 vaccine had already formed. The female and people in their 30s and 40s had rela-
tively less positive perception of Covid－19 vaccine. Risk communication with correct 
information of the vaccine should be needed to achieve the herd immunity with it.
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1．問題

　新型コロナウイルス感染症流行は日本におい

て感染者数，入院患者数からみると 2020 年 4 月

の第一波，同年 8 月の第二波に引き続き，同年

12 月には第三波に入り深刻な様相を呈している

（図 1）．

　一方で，欧米でのワクチン開発により 2020 年

末には英国，米国などで新型コロナウイルスワ

クチン接種が開始された．英国では 12 月 8 日に

接種が始まり，1 週間で 13 万 7 千人余りが接種

した［2］．日本では，厚生労働省［3］は2021年春こ

ろには接種が開始される可能性があるとしてい

るが，NHK［4］は早ければ 2021 年 2 月中には新

型コロナウイルスワクチン接種を開始できると

の見通しと報道している．

　社会として伝染病をワクチン接種により克服

するには多くの人が接種を受けて社会での集団

免疫が形成されることが望まれる．しかしなが

ら，科学ジャーナリストのフレッド・グタール［5］

は，米国において大統領選直前にギャラップが

実施した世論調査によれば，回答者の約 42％は

新型コロナウイルスワクチン接種を望んでおら

ず，SNS などにおいて接種に反対する根強い世

論があることを指摘している．

　日本では，クロス・マーケティング［6］が，2020

年 10 月 20－21 日に全国 1,100 人を対象に調査を

実施して，新型コロナウイルスワクチンを「すぐ

にでも接種したい」人は 13.2％，「様子を見てか

ら接種したい」人は，55.0％であった一方，接種

したくない人は 21.5％であったと報告している．

　Slovic［7］は，危険性認知の二要因説として，未

知の対象は危険性が高く認識されることを明ら

かにしている．また，自然由来ではない人工物

は危険性が高く認識されるとの指摘もある（土

田［8］）．新型コロナウイルスワクチンは，これま

でにない未知のものであり，また，遺伝子操作

により開発しているものもある人工物である．そ

のため，危険なものと認識される蓋然性は高い．

　実際，子宮頸がんワクチンの場合は，日本で

は 2009 年 12 月からワクチンとして承認され販

売・接種が始まったが，アレルギーの重い副反

応（副作用）があるとの認識が広まった．厚生

労働省［9］によれば 2009 年 12 月から 2011 年 1 月

までの約 1 年間の接種者数は推定 67 万人であ

り，医療機関からの副反応報告は 29 人（0.003

％），そのうち重篤は 11 人（0.001％）にすぎ

なかった．しかし，副反応に対する訴訟などを

受けて政府は子宮頸がんワクチンについて「積

極的接種勧奨の中止」をした．その結果，販売

開始から 2019 年 4 月までに子宮頸がんワクチン

接種を受けた者はおおよそ 330 万人にとどまっ

ていると推定される［10］．

　Hanley et al［11］は，札幌市のデータから積極

的接種勧奨の中止前には子宮頸がんワクチン接

種率は 70％を超えていたが，積極的接種勧奨の

中止後の接種率は0.6％になったと報告している．

　2020 年 12 月 9 日に施行された予防接種法及

び検疫法の一部を改正する法律等により，日本

では新型コロナウイルスワクチン接種は予防接

種法における「臨時接種」とされ，接種が勧奨

されると共に，接種は国民の努力義務となり，

国民は費用の自己負担なく接種を受けることが

できることとなっている［12］［13］．しかしながら，

図 1　新型コロナウイルス感染症により�
入院治療などを要する者の数

（厚生労働省まとめ［1］）
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新型コロナウイルスワクチンを接種するかの最

終的な判断は個々の国民の自由意志によること

になる．

　一般にワクチン接種は免疫を得る効能ととも

に副反応の恐れが伴うためその決定はリスク判

断となり，適切なリスクコミュニケーションが

おこなわれることが望まれる．新型コロナウイ

ルスワクチンのリスクコミュニケーションにお

いて，人々がどの程度考えを固めているか，す

なわち，新型コロナウイルスワクチンへの態度

形成の程度を明らかにしておくことは有益であ

ろう．

　態度変化の二重過程諸理論［14］のなかで，

Petty & Cacioppo［15］は説得において，本質的な

論拠にもとづいた中心的ルートによる態度変化

の他に，本質的な論拠とは無関係な要因（例え

ば，相手の服装，会食を伴う情報提供か否か，

など）による周辺的ルートによる態度変化があ

ることを指摘し，中心的ルートによる態度は周

辺的ルートによる態度よりも変化への抵抗が高

まることを明らかにした．土田は［16］［17］，対象に

ついて考えることが本質的な論拠にもとづく中

心的な態度形成を促し，その結果説得における

態度変化への抵抗を高めることを明らかにした．

したがって，態度の変化しやすさは態度形成の

程度を知る目安となるであろう．本調査では，

前問に回答したことがその後の回答に影響をお

よぼすキャリオーバー効果を援用することによ

り態度の変化しやすさを測定することとした．

　2020 年 12 月において日本では新型コロナウ

イルスワクチンにどのような認識が持たれてい

るかを明らかにすると共に，新型コロナウイル

スワクチン接種についての態度形成の程度を調

べることを目的として，2020 年 12 月に実施し

たオンラインによる質問紙調査結果から，新型

コロナウイルスワクチンに関する項目について

速報する．

2．方法

2.1　調査の概要

　調査は，2020 年 12 月 11 日（金）午後 7 時 30

分から 12 月 15 日（火）午前午前 7 時 0 分まで

の間に実施した．実査は楽天インサイト株式会

社に委託した．調査回答者は楽天インサイト株

式会社に登録してあるモニターであり，北海道，

東北地方（6 県），東京都，大阪府，中国・四国

地方（9 県）に居住している 20 歳代から 60 歳

代までの男女，各地域 500 名ずつ計 2,500 名で

あった．総務省統計局による 2019 年 10 月 1 日

現在の人口推計［18］の都道府県別の人口分布にほ

ぼ応じて，10 歳刻みの年齢（5 カテゴリ）と性

別（2 カテゴリ）の 10 カテゴリに調査回答者数

を割り当てた（付録 1）．

2.2　質問項目

　本調査の中で，新型コロナウイルスワクチン

に関わる質問項目は大きく 3 つの部分から構成

された（付録 2）．第 1 は，接種意図，ワクチン

の有効性，副作用（副反応）についての質問群

であった【刺激前】．第 2 は，ワクチン接種等に

影響しうる刺激としての子宮頸がんワクチンと

インフルエンザワクチンについての質問群であ

った【刺激】．第 3 として，刺激（第 2 の質問

群）の効果を測定するために第 1 の質問群のい

くつかの質問を再びおこなった【刺激後】．

第 1 の質問群【刺激前】

1）ワクチン接種の意図【刺激前】：新型コロナ

ウイルスワクチンを「接種したい」から「接

種したくない」の 5 点尺度に「わからない」

を加えて質問した．

2）ワクチンの有効性と副作用の認識【刺激前】：

「ワクチンは薬としてよく効くと思うか」「ワ

クチンには副作用がないか，あっても軽微な

ものだろうと思うか」をそれぞれ 5 点尺度で
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質問した．

3）条件別のワクチン接種意図：「世間の多くの

人たちがワクチン接種している」「家族・親

戚がワクチン接種を強く勧める」「法律でワ

クチン接種が義務づけられた」「ワクチン接

種が安価である」「ワクチン接種が無料であ

る」との条件であれば接種したいかを，それ

ぞれ 1）と同じ尺度で質問した．

第 2 の質問群【刺激】

4）自分あるいは家族が子宮頸がんワクチンの

接種を検討したまたは接種したかを質問した

後に，「自分の家族やまわりの人に子宮頸が

んのワクチンの接種を勧めようと思うか」「ワ

クチン接種で発症を抑えられると思うか」「ワ

クチンには重篤な副作用があると思うか」を

それぞれ 5 点尺度で質問した．

5）インフルエンザワクチンを「毎年接種して

いる」「接種したことがある」「接種したこと

がない」「わからない」で質問した後に，4）

と同様の質問をした．

第 3 の質問群【刺激後】

6）ワクチン接種の意図【刺激後】：1）の質問

を再度おこなった．

7）ワクチンの有効性と副作用の認識【刺激後】：

2）の質問を再度おこなった．

3．結果 1）

3.1　ワクチン接種の意図【刺激前】

　「新型コロナウイルスワクチンを接種しようと

思うか」との最初の質問には，どちらかといえ

ばを含めれば「接種したい」が半数弱（北海道

45.4％，東北 6 県 48.6％，東京都 48.2％，大阪

府 46.4％，中四国 9 県 47.4％），同じくどちら

かといえばを含めれば「接種したくない」が約

1 ／ 4（北海道 26.6％，東北 6 県 19.8％，東京

都 23.4％，大阪府 24.6％，中国・四国 9 県 24.2

％），わからないが2.4％から4.8％であった（表

1）．この結果に地域について 5％水準で有意差

はなかった．

　参考として平均値の差を検討したところ2），第

1 の質問群における新型コロナウイルスワクチ

ン接種意図には性別差と年齢差がみられた．表

23）と表 3 に示したように，男性が女性よりも接

種に積極的であった．また，20 歳代が 30 歳代

と 40 歳代に比べて接種に積極的であった．な

お，性別と地域に交互作用効果がみられたが，5

％水準ではどの地域においても男性が女性より

も接種に有意に積極的であった．

　新型コロナウイルスワクチン接種意図を高め

る要因を探るためにいくつかの条件の下であれ

ば接種したいかを質問した（表 4）．提示した条

表 1　新型コロナウイルスワクチン接種意図【刺激前】
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件のなかでは接種意図を特に高める要因は，「法

律でワクチン接種が義務づけられること」「世間

の多くの人たちがワクチン接種していること」

「ワクチン接種が無料であること」であった．ま

た，法律で義務づけられることを含めて提示し

た種々の条件でも接種したくない人が 1 割程度

いた．この結果に地域について 5％水準で有意

差はなかった．

3.2　ワクチンの有効性と副反応（副作用）につ

いての認識【刺激前】

　新型コロナウイルスワクチンの有効性として

「現在開発中の新型コロナウイルスのワクチンは

薬としてよく効くだろうと思う」かを質問したと

ころ，肯定の回答は約 3 割（北海道 31.6％，東

北 6 県 30.0％，東京都 31.0％，大阪府 28.8％，

中四国 9 県 26.0％），否定の回答は 2 割弱（北海

道 19.4％，東北 6 県 15.8％，東京都 16.8％，大

表 2　�接種意図【刺激前】の平均値，�
標準偏差，サンプル数

表 3　接種意図【刺激前】についての分散分析表

表 4　仮定条件下での新型コロナウイルスワクチン接種意図【刺激前】
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阪府 16.4％，中四国 9 県 16.0％），わからない

が 8.2％から 12.8％であった（表 5）．この結果

に地域について 5％水準で有意差はなかった．

　新型コロナウイルスワクチンの副反応として

「現在開発中の新型コロナウイルスのワクチンに

は副作用がないか，あるとしても軽微なものだ

ろうと思う」かを質問したところ，肯定が約 2

割（北海道 21.6％，東北 6 県 21.0％，東京都

23.6％，大阪府 22.0％，中四国 9 県 20.2％），

否定が約 3 割（北海道 32.4％，東北 6 県 26.6

％，東京都 27.4％，大阪府 32.0％，中四国 9 県

25.6％），わからないが 6.6％から 12.2％であっ

た（表 6）．この結果に地域について 5％水準で

有意差はなかった．

3.3　刺激後のワクチン接種意図とワクチンの

有効性と副反応（副作用）についての認識

　新型コロナウイルスワクチン接種意図が揺ら

ぐかどうかを調べるために，新型コロナウイル

スワクチン接種意図に影響しうる刺激として子

宮頸がんワクチンとインフルエンザワクチンに

ついての接種意図，有効性，深刻な副作用（副

反応）についてそれぞれ質問した．これらの刺

激としての質問をした後，再び新型コロナウイ

ルスワクチン接種意図の測定をした．その結果，

はじめにわからないと回答した人を除けば，刺

表 6　新型コロナウイルスワクチンの副反応についての認識

表 5　新型コロナウイルスワクチンの有効性についての認識
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激前後でまったく同じ回答をした人が 86.7％か

ら 59.7％であった．刺激前後に回答が変化しな

いのは特に，はじめに接種したいとした人に多

い傾向がみられた（表 7）．刺激の前後で，回答

が肯定から否定へ変化した人，あるいは，否定

から肯定に変化した人はほとんどいなかった（肯

定から否定に変化した人の割合：北海道 0.4％，

東北 6 県 0.0％，東京都 2.5％，大阪府 1.7％，

中四国 9 県 0.4％）（否定から肯定に変化した人

の割合：北海道 1.5％，東北 6 県 4.0％，東京都

0.0％，大阪府 1.6％，中国・四国 9 県 0.0％）．

　参考として，刺激前後の新型コロナウイルス

ワクチンの有効認知と副反応認知の平均値を検

討した（表 8，表 9，表 10，表 11）2）．

表 7　�子宮頸がんワクチンとインフルエンザワクチンについての質問【刺激】前後の�
新型コロナウイルスワクチン接種意図の質問に同じ回答をした人

表 8　�刺激前後のワクチン有効性の認知の�
平均値，標準偏差，サンプル数

表 9　�刺激前後のワクチン有効性の認知に�
ついての分散分析表
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表 10　�刺激前後のワクチン副反応 (副作用 )がない
との認知平均値，標準偏差，サンプル数

表 11　�刺激前後のワクチン副反応 (副作用 )がない
との認知についての分散分析表

　新型コロナウイルスワクチンの有効性は刺激

後のほうがより有効であるとの認知が高まって

いた．男性は女性よりも有効であるとの認知が

高かった．年齢では，60 歳代が 30 歳代よりも

有効であるとの認知が高かった（多重比較Tukey 

HSD）．地域に 5％水準で有意差はなかった．

　新型コロナウイルスワクチンに副反応がない

との認知では，刺激前後の認知に有意差は認め

られなかった．男性は女性よりも副反応がない

との認知が高かった．年齢と地域に 5％水準で

有意差はなかった．

4．考察

　新型コロナウイルス感染症流行は世界中に広

がっており，日本でも 2020 年末現在，流行は第

三波となりきわめて深刻な事態となっている．

感染症流行対策には，大きく除染・消毒（手洗

い，消毒用アルコールなど），飛沫防止（マス

ク，アクリル板など），対人接触制限（身体的接

触制限，いわゆる三密の回避，外出・移動制限，

外食・旅行制限など）があるが，このうち対人

接触制限は外食産業，旅行産業，運輸産業など

にきわめて深刻な悪影響を与えるとともに非正

規雇用を中心に雇用の減少をもたらしている．

　そのため，対人接触制限に頼らない感染症流

行対策としてワクチン接種による集団免疫の達

成が望まれる．ただし，社会として感染症流行

対策となる集団免疫を獲得するには少なくとも

7 割程度以上の人々がワクチン接種をうける必

要があるといわれている4）．本調査の結果では，

北海道，東北 6 県，東京都，大阪府，中国・四

国 9 県のいずれにおいても新型コロナウイルス

ワクチン接種を希望すると回答した人は 50％に

満たず，接種を希望しないと回答した人が 4 分

の 1 程度いた．集団免疫による感染症流行対策

を実効あるものにするには，現状では接種希望
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者が少ないのではないかと懸念される．

　本調査と同時期に実施されたクロス・マーケ

ティングによる調査（2020 年 12 月 18 日実施，

全国 1,100 人対象）［19］では，「すぐにでも接種し

たい」人は 7.9％，「様子を見てから接種したい」

人は 49.9％，接種したくない人は 28.8％と，10

月調査から接種を肯定する人が減少し，否定す

る人が増加していた．

　本調査では特に，仮に接種が法律で義務づけ

られ，世間の多くの人が接種しているとしても

自分は接種しないと回答した強く接種を拒否す

る人が 1 割以上いた．より多くの人に新型コロ

ナウイルスワクチン接種を呼びかける，正しい

情報にもとづいたリスクコミュニケーションが

望まれている．

　本調査では新型コロナウイルスワクチンの接

種意図と有効性ならびに副反応についての認知

を，子宮頸がんワクチンとインフルエンザワク

チンについての質問の前後に 2 回行った．その

結果，接種意図と副反応がないとの認知には 2

回の質問間にほとんど変化がなかった．このこ

とは，人々が新型コロナウイルスワクチン接種

についてよく考えておりある程度態度が固まっ

ていることを示していると考えられる5）．単に

情報を提供するだけでは，人々の接種意図を高

めることは難しいのではないかと推測される．

ただし，新型コロナウイルスワクチンの有効性

認知は，子宮頸がんワクチンとインフルエンザ

ワクチンについての質問を経ることによって肯

定方向に変化していた．リスクコミュニケーシ

ョンによって接種意図を高める可能性はあると

思われる．

　本調査の結果では，新型コロナウイルスワク

チン接種が無料であるなら接種するとの回答が

6 割を超えていた．2020 年 12 月に施行された法

により日本では新型コロナウイルスワクチンを

無料で接種できることになっているのであるか

らこのことを広く知らせることは有効であろう．

　本調査の結果では，新型コロナウイルスワク

チンの有効性を肯定した人々は 3 割程度にすぎ

なかった．また，副作用（副反応）はないか軽

微であろうとの質問に同意した人々は 2 割程度

であり，非同意の人々が約 3 割いた．これらの

点についての正しい情報にもとづいたリスクコ

ミュニケーションが特に望まれる．

　さらに，一般にワクチン接種に否定的な回答

は，女性，30 歳代と 40 歳代，北海道に比較的

に多くみられる傾向があった（付録 3 参照）．リ

スクコミュニケーションにおいては，この点に

ついても留意すべきであろう．
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注
（ 1 ） 分析においては，IBM SPSS ver. 25 を使用

した．
（ 2 ） 「わからない」を欠損値としたこと，ならび

に，地域間のサンプル数比が人口構成比に則
していないことから分析結果は参考として提
示した．

（ 3 ） 表中の a, b は同符号間に有意差がないことを
示す．例えば，2.4 a　2.7 a b　3.0 b との表記の
場合，2.4 と 3.0 には有意差があるが，2.4 と
2.7 には有意差がなく，2.7 と 3.0 にも有意差
がないことを示す．

（ 4 ） 例えば，ロイター通信（2020 年 11 月 22 日配
信）は，世界保健機関（WHO）や欧州疾病
予防管理センター（ECDC）などの複数の専
門家が，集団免疫を得るには最低でも 70％程
度の人々がワクチン接種をすることが必要で
あり，ワクチンの有効性が低ければさらに高
い割合の人々が接種しなければならないとの
意見を表明していると報道している．https://
jp.reuters.com/article/analysis-coronavirus-
immunity-idJPKBN27Z0KG （2021.1.14.確認）

（ 5 ） 本調査では，態度変化を促す刺激作用として
キャリオーバー効果という比較的に弱い刺激
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を用いた．恐怖や不安を与えるより強い刺激
を用いた場合の新型コロナウイルスワクチン
への態度変化については今後の課題である．
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付録 1　サンプル（回答者）割当表

付録 2　質問文
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付録 3　�子宮頸がんワクチンとインフルエンザワク
チンについての接種 /検討経験と認識

　子宮頸がんワクチン接種を自分または家族が

検討したあるいは接種した人は12％程度であり，

3 分の 2 の人はそのようなことはないと回答し

た．わからないが 2 割程度いた（付録 3 表 1）．

この回答に地域について 5％水準で有意差はな

かった．参考として子宮頸がんワクチン接種を

家族や人に勧めるか，子宮頸がんワクチンの有

効性の認知ならびに深刻な副作用の有無の認知

についての平均値を検討した（付録 3 表 3，表

5）2）．これら 3 つの平均値に性別の有意差がみ

られた．女性は男性よりも接種を家族や人に勧

めず，有効性を低く，深刻な副作用があると認

識していた．年齢では，年齢が若いほど接種を

家族や人に勧め，有効性が高いと認識する傾向

がみられた．この傾向は 20 歳代で特に高かっ

た．地域差が家族や人に勧めるかにおいてみら

れた．東北 6 県と東京都の人は北海道の人より

も接種を家族や人に勧めると回答した．

　インフルエンザワクチンの接種については，

毎年接種している人が 4 割程度，接種したこと

がある人が 4 割程度，接種したことがない人が

2 割程度であった（付録 3 表 2）．この回答に地

域について 5％水準で有意差はなかった．参考

としてインフルエンザワクチン接種を家族や人

に勧めるか，インフルエンザワクチンの有効性

ならびに深刻な副作用の有無についての平均値

を検討した（付録 3 表 4，表 6）2）．インフルエ

ンザワクチン接種を家族や人に勧めるかと有効

付録 3表 2　インフルエンザワクチンの接種経験

付録 3表 1　�自分または家族が子宮頸がんワクチン接種を�
検討したか接種した人の割合
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付録 3表 3　�子宮頸がんワクチンについての認知の平均値，
標準偏差，サンプル数

付録 3表 4　�インフルエンザワクチンについての認知の�
平均値，標準偏差，サンプル数

性認知に性差と年齢差がみられた．女性は男性

よりも女性は男性よりも接種を家族や人に勧め

ず，有効性を低く認識していた．年齢では，年

齢が若いほど接種を家族や人に勧め，有効性が

高いと認識する傾向がみられた．この傾向は 20

歳代で特に高かった．インフルエンザワクチン

接種を家族や人に勧めるかでは地域に有意差が

あった．東北 6 県の人は北海道の人よりも接種

を家族や人に勧めると回答した．インフルエン

ザワクチンに深刻な副作用があるかの認知には

性別，年齢，地域いずれにも 5％水準で有意差

はなかった．
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付録 3表 5　子宮頸がんワクチンについての分散分析表

付録 3表 6　インフルエンザワクチンについての分散分析表


